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・地域展開について ～そもそもなぜ部活動改革を進める？～

出典
スポーツ庁Web広報マガジン

他にも・・・
✓専門的な指導を受けれない
✓いろんなスポーツを体験してみたい
✓引退後、続けられる場所がない

子供のスポーツ機会を守る
地域の子供は、学校を含めた地域で育てる
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2018 2028 2038 2048 2058 2068 2078（人）

30年で約3割、90万人強が減

全国の中学生世代の今後の人口動向の推計

※1989年は562万人、約50年で５２％減という半減以下に

（年）

中学生世代の人口数は4月1日時点において12～14歳の者の数
厚生労働省作成「人口動態統計」月報（2017年5月）」により算出するとともに、将来の出生者数について、国立社会保障・人口政策研究所作成「日本の将来推計人口
（平成29年推計）詳細結果表」の「１．出生中位（死亡中位）推計」）を基に算出。
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・地域展開について ～沖縄県の人口について～

(出典)RESAS

沖 縄 県 の 人 口 予 想
2020年～

2045年

にかけて

0～14歳は

10.3％減少

する

●総人口 ●年少人口 ●生産年齢人口 ●老年人口



県教育庁
保健体育課

3

・地域展開について ～沖縄県の現状～

令和6年度令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度

152校150校149校149校152校学校数

50,384名50,405名49,896名49,716名48,763名生徒数

1,475部1,464部1,374部1,453部1,420部部活動数

50.1％50.6％53.3％56.0％57.7％加入率

982名941名978名979名900名外部コーチ数

135名予定122名71名52名53名部活動指導員数

39チーム28ﾁｰﾑ25ﾁｰﾑ20ﾁｰﾑコロナ感染拡大の為
未調査合同チーム数

52団体(夏季総体)
27団体(夏季総体)
12団体(地区新人)

ーーー
県総体参加

地域スポーツ団体
（県中体連認定R５～）

5クラブ４クラブ
４クラブ
※令和4年度

登録認証制度ｽﾀｰﾄ
ーー

総合型地域
スポーツクラブ登録数

※参考文献
・生徒数、学校数：学校基本統計(沖縄県企画部統計課)
・部活動、外部コーチ数：沖縄県中体連「令和６年度 会報」
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・地域展開について（地域連携と地域展開の違い）

部活動の地域展開って？

出典
スポーツ庁Web広報マガジン
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・地域展開について（これまでの部活動と地域クラブ活動の違い）

出典
スポーツ庁Web広報マガジン
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・令和４年度 地域連携・地域移行の経緯について（概要）⑤

(出典)スポーツ庁資料

推進計画

令和４年6月、スポーツ庁の有識者会議は、

公立中学で休日の部活動を地域のスポーツクラブや民間事業者に委ねる「地域移
行」を２０２５年度末までに実現すべきだとする提言を室伏広治スポーツ庁長官へ提出した。
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・令和５年度 沖縄県の地域連携・地域移行に関する主な取組

主な取組について

沖縄県公立中学校の学校部活動地域移行推進計画【初版】１

４地区における実証事業（３市村・１団体）２

市町村担当 教育行政地区 周知説明会３

運動部活動の地域移行に関する検討会議４

講演会、シンポジウムの開催５

実証事業の成果報告６

１、部活動の地域展開に向けた実証事業 １１億円 沖縄県の予算 約３千６百万円

２、中学校における部活動指導員の配置支援 １４億円 沖縄県の予算 約１千３百万円

３、地域における新たなスポーツ環境の構築等 ３億円

部活動の地域連携や地域移行に向けた環境の一体的な整備 令和５年度予算額２８億円

令和５年度の予算について
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・令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備実証事業 実施地区

令和５年度 総実施自治体数

３３９市区町村

沖縄県 ３市村 １団体

宜野座村、南城市、うるま市

(出典)スポーツ庁資料
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沖縄県
●運営体制図 ●沖縄県公立中学校の学校部活動地域移行

推進計画【初版】

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業（概要）
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沖縄県

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

・ 「沖縄県運動部活動の地域移行に関する検討会議」にて、諸課題への方策等について検討、協議。
・ 県総括コーディネーターによる各実証地区への助言及び研修会の開催。
・ 周知説明会及び講演会、シンポジウムの開催。

・ 本県では近い将来、学校単位で部活動運営が困難な状況になることが予想されます。
・ 活動が多様化してきており、学校部活動だけで中学生のニーズに応える ことが困難な状況になりつつある。
・ 部活動の専門性や意思に関わらず教師が指導せざるを得ない点、休日も含めた学校部活動の指導や大会への引率など、
教師にとって大きな負担となっている実態がある。

・ 県主催の検討会議では令和５年９月「沖縄県公立中学校の学校部活動地域移行推進計画【初版】」を策定した。
・ コーディネーター研修会では、県総括コーディネーターより各実証地区コーディネーターや実務担当者へ具体的なアドバイス
や助言等を行った。

・ 周知説明会については、各教育事務所での周知説明会を参集型で開催。

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）
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・令和６年度 地域連携・地域移行に関する主な取組

（１）沖縄県運動部活動の地域移行に関する検討会議の開催（R4より）
（諸課題の検討協議・人材バンクの運用管理等・教職員の兼職兼業制度等）

（２）国庫補助事業「地域スポーツクラブ活動体制整備事業」（実証事業）の活用

○総括コーディネーターを配置、７地区（昨年度4地区）において実証事業を行う
（７地区：宜野座村・うるま市・宜野湾市・糸満市・南城市・渡嘉敷村・石垣島AC）
○部活動指導員を２０市町村、１３５名配置予定（国1/3、県1/3 、市町村1/3 ）

（３）各地区・各市町村への周知活動（先島を含めた６地区）

○講演会・シンポジウム等を開催し、実証事業の報告等、成果・課題の情報共有

○市町村等の勉強会における説明を実施（保体課担当へ連絡ください）
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・令和６年度 地域連携・地域移行に関する主な取組

（４）指導者研修

○スポーツハラスメント防止研修会・運動部活動指導者養成研修会の開催等

（５）地域移行に関する実態調査・分析・周知活動

（６）スポーツ振興課、県中体連とも情報共有し連携

（７）実証事業の実施地区及び部活動指導員配置校視察

（８）重点地域における施策課題への取組を６地区において実施

（６地区：宜野座村・うるま市・宜野湾市・糸満市・南城市・石垣島AC）
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・令和６年度 地域連携・地域移行に関する主な取組 （実証事業）

７市村（１団体）における主な取組

（７地区：宜野座村・うるま市・宜野湾市・糸満市・南城市・渡嘉敷村・石垣島AC）

○企業版ふるさと納税の活用

○学校施設利用時のルール等の仕組み作り

○受益者負担も含めた財源の確保

○困窮世帯への支援方法

○ ICTを活用したオンライン部活動 など
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・令和６年度 地域連携・地域移行に関する主な取組 （実証事業）

全国の総実施自治体数

５１０市区町村

沖縄県 ７市村（１団体）

宜野湾市、石垣市、糸満市

うるま市、南城市、宜野座村

渡嘉敷村

(出典)スポーツ庁資料
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・重点地域における政策課題への取組②

宜野湾市・石垣市AC・うるま市・糸満市・南城市・宜野座村

(出典)スポーツ庁資料
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・重点地域における政策課題への取組③（10の政策課題）

高校との連携やジュニアから
シニアまでの多世代での取組

②

スクールバスの活用や
地域公共交通との連携

③ 不登校や障害のある子供たち
の地域の学び場としての役割

④

トレーナーの活用を含めた
安全確保の体制づくり

⑤

学校体育・教育施設の拠点化や
社会体育・教育施設との一体化など
による地域スポーツの活動拠点づくり

⑦ 企業版ふるさと納税等を含む
民間資金の活用

⑧

動画コンテンツ等の活用
⑨

体育・スポーツ系の大学生、
パラアスリート等を含む
アスリート人材等の活用

⑥

多様なスポーツ機会の提供
(マルチスポーツ環境の整備)

①

多様なニーズに対応した
大会の開催

♪

♪

⑩

(出典)スポーツ庁資料
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・重点地域における政策課題への取組④（沖縄県）

高校との連携やジュニアから
シニアまでの多世代での取組

②

トレーナーの活用を含めた
安全確保の体制づくり

⑤

学校体育・教育施設の拠点化や
社会体育・教育施設との一体化など
による地域スポーツの活動拠点づくり

⑦ 企業版ふるさと納税等を含む
民間資金の活用

⑧

体育・スポーツ系の大学生、
パラアスリート等を含む
アスリート人材等の活用

⑥

(出典)スポーツ庁資料



運動部活動地域移行に際しての課題

課題

（２）指導者

（１）地域での受け皿

（４）各種大会

（３）施設の確保

（５）会費

（８）予算

（７）運営団体・実施主体

（６）事故・保険

指導者

地域での
受け皿

予 算

事 故
・

保 険

会 費

施設の
確保

各種大会
参加

運営団体
･

実施主体
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・ブカツ・サポート・コンソーシアムとの連携協定
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・ブカツ・サポート・コンソーシアムとの連携協定
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・その他 （保健体育課ポータルについて）
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・その他 （保健体育課ポータルについて）

県教育庁保健体育課では「保健体育課ポータル」を開設し、沖縄県内の公立学校における
体育・健康教育及び学校安全・給食の一層の充実を目指してまいります。
これまでHPに掲載していたガイドラインや事例集 に加えて、ガイドライン概要動画・

Ｑ＆Ａ・国の方針等の広報資料等も掲載されておりますので、活用してください。

保健体育課ポータル
ＵＲＬ：https://sites.google.com/open.ed.jp/hotai/

QRコード：



ご静聴ありがとうございました。

県教育庁保健体育課


